
平成二十四年国土交通省令第二十号

関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律施行規則

関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律（平成二十三年法律第五十四号）第九条第二項、第十三

条第二項、第五項及び第六項、第十五条、第二十二条並びに第二十四条並びに附則第四条第一項、第五条第一項、第二項（同条第五項にお

いて準用する場合を含む。）及び第四項並びに第十八条第二項第一号及び第三号の規定に基づき、並びに同法を実施するため、関西国際空

港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律施行規則を次のように定める。

（関西国際空港及び大阪国際空港の設置及び管理等の事業以外の事業の届出）

第一条　新関西国際空港株式会社（以下「会社」という。）は、関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関す

る法律（以下「法」という。）第九条第二項の規定による届出をしようとするときは、次に掲げる事項を記載した届出書を国土交通大臣

に提出しなければならない。

一　営もうとする事業の内容

二　営もうとする事業の開始の時期

三　事業を営もうとする理由

（特定空港用地保有管理事業の実施に関する計画）

第二条　指定会社（法第十二条第一項第一号に規定する指定会社をいう。以下同じ。）が法第十三条第二項の規定により定める特定空港用

地保有管理事業（法第十二条第一項に規定する特定空港用地保有管理事業をいう。次条において同じ。）の実施に関する計画（次項にお

いて「事業実施計画」という。）は、次に掲げる事項を明らかにしたものでなければならない。

一　法第十二条第一項第一号の規定による指定を受けた日において負担している法第十二条第一項に規定する空港用地（次号及び第八条

第一項第二号において単に「空港用地」という。）の整備に要した費用に係る債務の総額

二　空港用地の会社に対する貸付けの方法

２　指定会社は、法第十三条第二項後段の規定により事業実施計画を変更しようとするときは、変更しようとする事項及び変更の理由を記

載した書類を国土交通大臣に提出しなければならない。

（特定空港用地保有管理事業に係る事業計画の提出）

第三条　指定会社は、法第十三条第五項の規定により事業計画を提出しようとするときは、資金計画書、収支予算書並びに長期借入金及び

社債（社債、株式等の振替に関する法律（平成十三年法律第七十五号）第六十六条第一号に規定する短期社債を除く。以下この条におい

て同じ。）の返済計画を添えて、国土交通大臣に提出しなければならない。

２　前項の事業計画は、第一号様式によるものとする。

３　第一項の長期借入金及び社債の返済計画は、特定空港用地保有管理事業について、次に掲げる事項を明らかにしたものでなければなら

ない。

一　長期借入金の総額及び当該事業年度における借入見込額並びにその借入先

二　社債の総額並びに当該事業年度における発行見込額及び発行の方法

三　長期借入金及び社債の償還の方法及び期限

４　指定会社は、法第十三条第五項後段の規定により事業計画の変更をしようとするときは、変更しようとする事項及び変更の理由を記載

した書類を国土交通大臣に提出しなければならない。この場合において、当該変更が第一項の規定により事業計画を提出するときに添付

した資金計画書、収支予算書又は長期借入金及び社債の返済計画の変更を伴うときは、当該変更後の当該書類を添えなければならない。

（指定会社の重要な財産）

第四条　法第十三条第六項の国土交通省令で定める重要な財産は、土地及び構築物であってその帳簿価額が三千万円以上のものとする。

（指定会社の重要な財産の譲渡等の認可の申請）

第五条　指定会社は、法第十三条第六項の規定により重要な財産の譲渡の認可を受けようとするときは、次の事項を記載した申請書を国土

交通大臣に提出しなければならない。

一　譲渡しようとする財産の内容

二　譲渡の相手方の氏名又は名称及び住所

三　所有権以外の権利の目的となっているときは、その権利の種類

四　対価の額

五　対価の受領の時期及び方法その他の譲渡の条件

六　譲渡の理由

２　指定会社は、法第十三条第六項の規定により重要な財産を担保に供することの認可を受けようとするときは、次の事項を記載した申請

書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　担保に供しようとする財産の内容

二　権利を取得する者の氏名又は名称及び住所

三　財産を第三者のために担保に供しようとするときは、その者の氏名又は名称及び住所

四　権利の種類

五　担保される債権の額

六　担保に供する理由

（指定会社の定款の変更の決議の認可の申請）

第六条　指定会社は、法第十三条第七項の規定により定款の変更の決議の認可を受けようとするときは、変更しようとする事項及び変更の

理由を記載した申請書に定款の変更に関する株主総会の議事録の写しを添えて、国土交通大臣に提出しなければならない。

（指定会社の合併、分割又は解散の決議の認可の申請）

第七条　指定会社は、法第十三条第七項の規定により合併、分割又は解散の決議の認可を受けようとするときは、次の事項（解散の決議の

認可を受けようとする場合にあっては、第三号、第六号及び第七号の事項に限る。）を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければ

ならない。

一　合併の場合にあっては、合併後存続する法人又は合併により設立する法人の名称及び住所

二　分割の場合にあっては、分割により事業を承継する法人又は分割により設立する法人の名称及び住所

三　解散の場合にあっては、清算人の氏名及び住所

四　合併又は分割の方法及び条件

五　合併又は分割に反対した株主があるときは、その者の氏名又は名称及び住所並びにその者の所有する株式の種類及び数

六　合併、分割又は解散の時期
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七　合併、分割又は解散の理由

２　前項の申請書には、次の書類（解散の決議の認可を受けようとする場合にあっては、第一号の書類に限る。）を添えなければならない。

一　合併、分割又は解散に関する株主総会の議事録の写し

二　合併契約又は吸収分割契約（新設分割の場合にあっては、新設分割計画）において定めた事項を記載した書類

三　合併又は分割の主要な条件の決定に関する説明書

四　合併契約又は吸収分割契約の締結（新設分割の場合にあっては、新設分割計画の作成）の時における会社の資産、負債その他の財産

の状況の説明書

五　合併後存続する法人若しくは合併により設立する法人又は分割により事業を承継する法人若しくは分割により設立する法人の定款

（準備金の積立て等）

第八条　指定会社は、各事業年度において、次の各号に掲げる額のいずれか低い額を法第十五条の関西国際空港用地整備準備金（以下この

条において「準備金」という。）として積み立てなければならない。

一　当該事業年度の損益計算上の利益金の額

二　空港用地の整備に要する費用の支出に備えるために積み立てるべき金額の総額として国土交通大臣が告示で定める額から当該年度の

前年度までに積み立てられた準備金の合計額を控除した額

２　前項の規定により積み立てた準備金は、特別の理由がある場合において、国土交通大臣の許可を受けたときを除き、これを取り崩して

はならない。

（代表取締役等の選定等の決議の認可の申請）

第九条　会社は、法第二十一条の規定により代表取締役若しくは代表執行役の選定又は監査等委員である取締役若しくは監査役の選任若し

くは監査委員の選定の決議の認可を受けようとするときは、次の事項を記載した申請書に選定又は選任に関する取締役会又は株主総会の

議事録の写し及び選定しようとする代表取締役若しくは代表執行役又は選任しようとする監査等委員である取締役若しくは監査役若しく

は選定しようとする監査委員の履歴書を添えて、国土交通大臣に提出しなければならない。

一　選定しようとする代表取締役若しくは代表執行役又は選任しようとする監査等委員である取締役若しくは監査役若しくは選定しよう

とする監査委員の氏名及び住所

二　前号に規定する者が会社と利害関係を有するときは、その明細

三　選定又は選任の理由

２　会社は、法第二十一条の規定により代表取締役若しくは代表執行役の解職又は監査等委員である取締役若しくは監査役の解任若しくは

監査委員の解職の決議の認可を受けようとするときは、解職しようとする代表取締役若しくは代表執行役又は解任しようとする監査等委

員である取締役若しくは監査役若しくは解職しようとする監査委員の氏名及びその者を解職し、又は解任しようとする理由を記載した申

請書に解職又は解任に関する取締役会又は株主総会の議事録の写しを添えて、国土交通大臣に提出しなければならない。

（会社の事業計画の認可の申請）

第十条　会社は、法第二十二条前段の規定により事業計画の認可を受けようとするときは、事業計画を記載した申請書に資金計画書及び収

支予算書を添えて、国土交通大臣に提出しなければならない。

２　前項の事業計画は、法第九条の事業について、その実施の方法、事業量及び所要資金の額を明らかにしたものでなければならない。こ

の場合において、飛行場、航空法（昭和二十七年法律第二百三十一号）第二条第五項に規定する航空保安施設その他の施設の新設又は改

良に係る事業については、法第九条第一項各号及び第二項の事業ごとに区分したものでなければならない。

３　会社は、法第二十二条後段の規定により事業計画の変更の認可を受けようとするときは、変更しようとする事項及び変更の理由を記載

した申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。この場合において、当該変更が第一項の規定により当該事業計画の認可を申請す

るときに添付した資金計画書又は収支予算書の変更を伴うときは、当該変更後の当該書類を添えなければならない。

（募集社債を引き受ける者の募集の認可の申請）

第十一条　会社は、法第二十三条第一項の規定により募集社債（会社法（平成十七年法律第八十六号）第六百七十六条に規定する募集社債

をいう。以下この条において同じ。）を引き受ける者の募集の認可を受けようとするときは、次の事項を記載した申請書に募集社債を引

き受ける者の募集に関する取締役会又は株主総会の議事録の写しを添えて、国土交通大臣に提出しなければならない。

一　募集社債の総額及び各募集社債の金額

二　募集社債の利率、償還の方法及び期限その他の発行条件

三　募集社債を引き受ける者の募集の方法

四　募集社債を引き受ける者の募集により取得する金額の使途

五　募集社債を引き受ける者の募集の理由

２　前項の規定は、指定会社が法第二十三条第三項において準用する同条第一項の規定により募集社債を引き受ける者の募集の認可を受け

ようとする場合について準用する。

（株式交換又は株式交付に際しての社債の発行の認可の申請）

第十二条　会社は、法第二十三条第一項の規定により株式交換に際しての社債の発行の認可を受けようとするときは、次の事項を記載した

申請書に株式交換に際しての社債の発行に関する取締役会又は株主総会の議事録の写しを添えて、国土交通大臣に提出しなければならな

い。

一　株式交換をする株式会社（以下「株式交換完全子会社」という。）の商号及び住所

二　株式交換に際して発行しようとする社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合計額又はその算定方法

三　株式交換完全子会社の株主に対する社債の割当てに関する事項

四　株式交換がその効力を生ずる日

五　株式交換に際して社債を発行しようとする理由

２　会社は、法第二十三条第一項の規定により株式交付に際しての社債の発行の認可を受けようとするときは、次の事項を記載した申請書

に株式交付に際しての社債の発行に関する取締役会又は株主総会の議事録の写しを添えて、国土交通大臣に提出しなければならない。

一　会社が株式交付に際して譲り受ける株式を発行する株式会社（以下「株式交付子会社」という。）の商号及び住所

二　株式交付に際して発行しようとする社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合計額又はその算定方法

三　株式交付子会社の株式の譲渡人に対する社債の割当てに関する事項

四　株式交付に際して株式交付子会社の株式と併せて株式交付子会社の新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを除く。）又は新

株予約権付社債（以下「新株予約権等」と総称する。）を譲り受けるときは、当該新株予約権等の内容（当該新株予約権等の対価の全

部又は一部として社債を交付する場合に限る。次号において同じ。）

五　前号に規定する場合には、株式交付子会社の新株予約権等の譲渡人に対する同号の会社の社債の割当てに関する事項
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六　株式交付がその効力を生ずる日

七　株式交付に際して社債を発行しようとする理由

３　前二項の規定は、指定会社が法第二十三条第三項において準用する同条第一項の規定により株式交換又は株式交付に際しての社債の発

行の認可を受けようとする場合について準用する。

（資金の借入れの認可の申請）

第十三条　会社は、法第二十三条第一項の規定により資金の借入れの認可を受けようとするときは、次の事項を記載した申請書を国土交通

大臣に提出しなければならない。

一　借入金の額

二　借入先

三　借入金の利率、償還の方法及び期限その他の借入条件

四　借入金の使途

五　借入れの理由

２　前項の規定は、指定会社が法第二十三条第三項において準用する同条第一項の規定により資金の借入れの認可を受けようとする場合に

ついて準用する。

（会社の重要な財産）

第十四条　法第二十四条の国土交通省令で定める重要な財産は、土地、建物及び構築物であってその帳簿価額が三億円以上のものとする。

（会社の重要な財産の譲渡等の認可の申請）

第十五条　会社は、法第二十四条の規定により重要な財産の譲渡の認可を受けようとするときは、次の事項を記載した申請書を国土交通大

臣に提出しなければならない。

一　譲渡しようとする財産の内容

二　譲渡の相手方の氏名又は名称及び住所

三　所有権以外の権利の目的となっているときは、その権利の種類

四　対価の額

五　対価の受領の時期及び方法その他の譲渡の条件

六　譲渡の理由

２　会社は、法第二十四条の規定により重要な財産を担保に供することの認可を受けようとするときは、次の事項を記載した申請書を国土

交通大臣に提出しなければならない。

一　担保に供しようとする財産の内容

二　権利を取得する者の氏名又は名称及び住所

三　財産を第三者のために担保に供しようとするときは、その者の氏名又は名称及び住所

四　権利の種類

五　担保される債権の額

六　担保に供する理由

（会社の定款の変更の決議の認可の申請）

第十六条　会社は、法第二十五条の規定により定款の変更の決議の認可を受けようとするときは、変更しようとする事項及び変更の理由を

記載した申請書に定款の変更に関する株主総会の議事録の写しを添えて、国土交通大臣に提出しなければならない。

（剰余金の配当その他の剰余金の処分の決議の認可の申請）

第十七条　会社は、法第二十五条の規定により剰余金の配当その他の剰余金の処分の決議の認可を受けようとするときは、剰余金の総額及

び剰余金の配当その他の剰余金の処分の内訳を記載した申請書に剰余金の配当その他の剰余金の処分に関する株主総会の議事録の写しを

添えて、国土交通大臣に提出しなければならない。

（会社の合併、分割又は解散の決議の認可の申請）

第十八条　会社は、法第二十五条の規定により合併、分割又は解散の決議の認可を受けようとするときは、次の事項（解散の決議の認可を

受けようとする場合にあっては、第三号、第六号及び第七号の事項に限る。）を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければならな

い。

一　合併の場合にあっては、合併後存続する法人又は合併により設立する法人の名称及び住所

二　分割の場合にあっては、分割により事業を承継する法人又は分割により設立する法人の名称及び住所

三　解散の場合にあっては、清算人の氏名及び住所

四　合併又は分割の方法及び条件

五　合併又は分割に反対した株主があるときは、その者の氏名又は名称及び住所並びにその者の所有する株式の種類及び数

六　合併、分割又は解散の時期

七　合併、分割又は解散の理由

２　前項の申請書には、次の書類（解散の決議の認可を受けようとする場合にあっては、第一号の書類に限る。）を添えなければならない。

一　合併、分割又は解散に関する株主総会の議事録の写し

二　合併契約又は吸収分割契約（新設分割の場合にあっては、新設分割計画）において定めた事項を記載した書類

三　合併又は分割の主要な条件の決定に関する説明書

四　合併契約又は吸収分割契約の締結（新設分割の場合にあっては、新設分割計画の作成）の時における会社の資産、負債その他の財産

の状況の説明書

五　合併後存続する法人若しくは合併により設立する法人又は分割により事業を承継する法人若しくは分割により設立する法人の定款

（公共施設等運営権の設定に係る収益及び費用）

第十九条　会社は、法第三十条第一項の規定による国土交通大臣の承認を受けて法第二十九条第一項に規定する特定空港運営事業に係る公

共施設等運営権（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成十一年法律第百十七号）第二条第七項に規定す

る公共施設等運営権をいう。以下この条において同じ。）の設定（次に掲げる要件に適合する条件を定めた契約に基づき当該条件により

行われるものに限る。）をした場合には、その公共施設等運営権の設定に係る収益の額及び費用の額については、その公共施設等運営権

の設定の日の属する事業年度以後の各事業年度の決算において法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第六十三条第一項に規定する延払

基準の方法により経理しなければならない。

一　月賦、年賦その他の賦払の方法により三回以上に分割して対価の支払を受けること。

二　その公共施設等運営権の設定の日の翌日から最後の賦払金の支払の期日までの期間が二年以上であること。
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三　当該契約において定められているその公共施設等運営権の設定の日までに支払の期日の到来する賦払金の額の合計額がその公共施設

等運営権の設定の対価の額の三分の二以下となっていること。

（業務に関する規則の届出）

第二十条　会社は、職制、定員その他組織に関する規則、給与に関する規則、退職手当に関する規則、旅費に関する規則、物品の取扱いに

関する規則並びに会計及び財務に関する規則を制定し、又は改廃したときは、遅滞なく、国土交通大臣に届け出なければならない。

（立入検査の証明書）

第二十一条　法第二十八条第三項の立入検査をする職員の身分を示す証明書は、第二号様式によるものとする。

附　則　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、法の施行の日（平成二十四年七月一日）から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。

一　附則第九条の規定　公布の日

二　第九条、第十条、第十一条第一項、第十二条第一項、第十三条第一項、第十四条から第十九条まで及び第二十条（法第二十八条第一

項の規定に基づく立入検査に係る部分に限る。）の規定並びに次条から附則第八条まで及び附則第十一条の規定（建設業法施行規則（昭

和二十四年建設省令第十四号）第十八条の改正規定中「消防団員等公務災害補償等共済基金」の下に「、新関西国際空港株式会社」を

加える部分に限る。）　法附則第一条第二号に掲げる規定の日（平成二十四年四月一日）

（実施計画の記載方法）

第二条　実施計画（法附則第四条第一項に規定する実施計画をいう。以下同じ。）のうち、法附則第三条第二項第一号に掲げる事項に係る

部分については、関西国際空港株式会社（以下「関西空港会社」という。）の事業又は独立行政法人空港周辺整備機構（以下「機構」と

いう。）の業務の種類に応じてその範囲を明らかにするために適切であると認められる方法により記載するものとする。

２　前項の場合において、当該事業又は業務の種類及び範囲を明らかにするために必要があると認められるときは、当該事業又は業務に関

し、図面その他の書面を添付するものとする。

３　実施計画のうち、法附則第三条第二項第二号に掲げる事項に係る部分については、次の各号に掲げる関西空港会社又は機構の権利及び

義務の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるところにより当該権利及び義務について記載するものとする。

一　資産及び債務　一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づく資産及び債務の区分に準じて区分して記載すること。この場合

において、当該資産及び債務の種類を明らかにするために必要があると認められるときは、これらの区分を更に細分して記載するこ

と。

二　その他の権利及び義務　その性質に応じて区分して記載すること。

４　前項の場合において、当該権利及び義務の範囲を明らかにするために必要があると認められるときは、当該権利及び義務に関し、図面

その他の書面を添付するものとする。

５　実施計画のうち、法附則第三条第二項第三号に掲げる事項に係る部分については、関西空港会社の事業等（同条第一項に規定する関西

空港会社の事業等をいう。次項において同じ。）又は機構の業務等（同条第一項に規定する機構の業務等をいう。次項において同じ。）の

会社への適正かつ円滑な承継を図るために必要であると認められる事項を記載するものとする。

６　前各項に定めるもののほか、実施計画の記載に当たっては、会社への関西空港会社の事業等又は機構の業務等の承継に伴う法その他の

関係法令の適用の明確化が図られるよう配慮するものとする。

（株式発行計画）

第三条　会社は、法附則第五条第一項の規定による指示があったときは、法附則第二条第四項の規定により定款に定めた事項を勘案して、

株式の発行に関する計画（以下「株式発行計画」という。）を作成しなければならない。

（株式発行計画に記載する事項）

第四条　法附則第五条第二項の省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　法附則第六条第一項又は第三項の規定による承継（以下単に「承継」という。）に際して発行する株式の数（会社が種類株式発行会

社（会社法第二条第十三号に規定する種類株式発行会社をいう。）である場合にあっては、その種類及び種類ごとの数）

二　承継に際して発行する株式の払込金額（株式一株と引換えに払い込む金銭又は給付する金銭以外の財産の額をいう。）

三　法附則第五条第八項及び第九項の規定により出資される財産の内容及び価額

四　承継に際して増加する資本金及び資本準備金の額に関する事項

五　その他必要な事項

（法附則第五条第四項の国土交通省令で定める事由）

第五条　法附則第五条第四項の国土交通省令で定める事由は、天災その他やむを得ない事情により同条第一項の計画に記載された事項を変

更する必要が生じたこととする。

（株式発行計画の変更）

第六条　会社は、法附則第五条第四項の規定による指示に基づき株式発行計画を変更しようとするときは、あらかじめ、当該変更の内容に

ついて、機構（前条に規定する事由による変更の場合にあっては、政府及び機構）に協議しなければならない。

（大阪国際空港機能施設事業に係る貸付けの条件）

第七条　法附則第十八条第二項第一号の国土交通省令で定める貸付けの条件は、次のとおりとする。

一　大阪国際空港において行われる空港法（昭和三十一年法律第八十号）第十五条第一項に規定する空港機能施設事業（以下「大阪国際

空港機能施設事業」という。）に係る用地として貸し付ける区域

二　大阪国際空港機能施設事業に係る用地の貸付料

三　大阪国際空港機能施設事業に係る用地の貸付期間

四　大阪国際空港機能施設事業に係る用地の利用に関する事項

（法附則第十八条第二項第三号の国土交通省令で定める事項）

第八条　法附則第十八条第二項第三号の国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　法第二十九条第二項に規定する空港運営権者が存する場合における当該空港運営権者の事業と法附則第十八条第二項に規定する特定

大阪国際空港機能施設事業者（以下単に「特定大阪国際空港機能施設事業者」という。）の事業との連携に関する事項

二　法附則第十八条第一項の規定により適用される空港法第二十条の規定により特定大阪国際空港機能施設事業者が大阪国際空港機能施

設事業の全部又は一部を休止し、又は廃止する場合の措置

三　協定に違反した場合の措置

四　協定の変更に関する事項
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五　その他必要な事項

（代表取締役等の選定等の決議の認可の申請に関する経過措置）

第九条　関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律施行令（平成二十四年政令第五十四号）附則第七

条第一項の規定による認可の申請については、第九条の規定の例による。この場合において、同条中「会社」とあるのは「法附則第二条

第一項の設立委員」と、「取締役会又は株主総会」とあるのは「創立総会」と読み替えるものとする。

（関西国際空港株式会社法施行規則の廃止）

第十条　関西国際空港株式会社法施行規則（昭和五十九年運輸省令第二十号）は、廃止する。

附　則　（平成二六年四月一日国土交通省令第四六号）

この省令は、平成二十六年四月一日から施行する。

附　則　（平成二七年四月二八日国土交通省令第三八号）

この省令は、会社法の一部を改正する法律の施行の日（平成二十七年五月一日）から施行する。

附　則　（令和元年五月七日国土交通省令第一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和元年六月二八日国土交通省令第二〇号）

この省令は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年七月一日）から施行する。

附　則　（令和三年三月一日国土交通省令第七号）

この省令は、会社法の一部を改正する法律の施行の日（令和三年三月一日）から施行する。
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第一号様式（第三条関係）

第
一
号
様
式
（
第
三
条
関
係
）

令和 年度 事業計画

令和 年度においては、以下のとおり、関西国際空港及

び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関す

る法律第１２条第１項に規定する空港用地の管理を行う。

（単位：百万円）

事業区分 所要資金の額

空港用地の管理

〔備考〕

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
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第二号様式（第二十条関係）

第
二
号
様
式
（
第
二
十
条
関
係
）

第 号

官職

氏名

関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び

管理に関する法律第２８条第３項の規定による検査員証

年 月 日発 行

年 月 日限り有効

国土交通大臣 印

９センチメートル

（表）

関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律抜粋

第２８条 国土交通大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、会社から

その業務に関し報告をさせ、又はその職員に、会社の営業所、事務所その他の事業場に

立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。

２ 国土交通大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、指定会社から特

定空港用地保有管理事業に関し報告をさせ、又はその職員に、指定会社の事務所その他

の事業場に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。

３ 前２項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に

これを提示しなければならない。

４ 第１項又は第２項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと

解してはならない。

第４０条 第２８条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の

規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した場合には、その違反行為をした会社の

取締役、執行役、会計参与（会計参与が法人であるときは、その職務を行うべき社員）、

監査役又は職員は、３０万円以下の罰金に処する。

２ 第２８条第２項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定に

よる検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した場合には、その違反行為をした指定会社の取

締役、執行役、会計参与（会計参与が法人であるときは、その職務を行うべき社員）、監

査役又は職員は、３０万円以下の罰金に処する。

（裏）

５

.

５
セ
ン
チ
メ
－
ト
ル
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